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近時の医療判例（21）

＜遠隔診療が行われてきた患者の自殺に関する医師
の注意義務違反が争われた事例＞

１　事案の概要
　⑴　原告Ｘ１は、亡Ａの夫であり、原告Ｘ２及び

Ｘ３は、Ｘ１とＡの子である。
　⑵　Ａは、中国国籍を有する者であり、平成６年

９月、中国に留学中のＸ１と結婚し、平成７年
８月、Ｘ１とともに来日した。

　⑶　Ａは、平成10年１月頃から平成13年５月頃ま
で、東京都内のＢクリニックに通院し（被告Ｙ
医師が主治医）、平成13年６月頃以降は、Ｙのク
リニック（東京都内。診療科目は、心療内科・
神経科・内科。以下「本件クリニック」）開設に
伴い、本件クリニックに通院するようになった。

　⑷　Ｙは、平成16年６月頃、Ａを統合失調症（発
症は平成10年１月）と診断した。

　⑸　Ａは、平成19年８月頃、Ｘ１及びＸ２ととも
に、東京都から長野県に転居した。
　転居後、Ｙは、Ａを直接診察する機会が減り、
主として、来院したＸ１からＡの症状を聞いて
薬剤を処方するか、Ｘ１からの電話又はメール
でＡの症状を聞いて薬剤を郵送するかになっ
た。Ｘ１は、メール等で、Ｙに対し、Ａに対す
る投薬について意見を述べたり、自らの判断で、
Ａの服薬量を調整したりすることがあった。

　⑹　Ａは、平成22年３月、幻聴が現れるようにな
り、同年８月には、自殺企図も認められるよう
になったので、大学病院に医療保護入院し、自
殺企図又は自傷行為が切迫している状態にある
として隔離された。
　Ａは、入院中、かみそりで手首を切った（以
下「本件自傷行為」）こともあったが、同年10
月末には、幻聴等が現れる頻度が減り、希死念
慮も現れなくなったことから、退院した。

　⑺　Ａは、平成22年11月15日、12月13日、平成23
年１月８日、Ｘ１とともに本件クリニックを訪
れ、Ｙとの対面による診察を受けた。
　Ｙは、大学病院にて処方されたＡの薬剤を整
理（減薬、単剤化）する必要があると考え、Ａ
及びＸ１にその旨説明した。

　⑻　Ａは、平成23年３月11日（以下、年を省略す
るものは、平成23年のことである）、Ｘ１とと
もに本件クリニックを訪れ、Ｙとの対面による
診察を受け、翌日、養生のため一人で中国に帰
国し、実家（マンションの６階）で母と同居す
るようになった。
　Ａは、４月以降、抗精神病薬の服薬量を漸次
減量したが、幻聴が悪化し、Ｘ１に対し、飛び
降りたいという衝動があるなどと述べるように

なった。
　Ｘ１は、Ｙに対し、５月28日、「５／ 22にセ
レネース11㎎→10㎎に減らしましたが、ここ数
日、夕方になると幻聴が激しくなり、また、眼
球上転もでているようです。今日は希死念慮が
かなりつよくでていて『これからは３人で生き
て下さい』との言葉もありました。危険なので、
義母に監視を頼み、セレネースを11㎎に戻すよ
うにいいました」などというメール（以下「本
件メール」）を送信し、これに対し、Ｙは、５
月30日、「薬は幻聴が少なくなり、日常生活が
できるところを目標にしているわけです。困難
な場合には、入院で薬の調整をして頂くことを
考える必要があるかもしれません。確かに難し
い状況であることは認識しておりますが、鎮静
作用を主にしていかざるを得ない状態であると
思います」と返信した。
　Ｘ１は、Ｙのメールにある「鎮静作用を主に」
との言葉を増薬の指示とは理解せず、Ａは、６
月10日、同居の母不在の間に、実家マンション
から飛び降り自殺した。

　⑼　Ｘらは、Ａの自殺を防止するために必要な措
置を講ずべき義務を怠った過失があるなどと主
張して、Ｙに対し、損害賠償を請求した。

２　第一審（長野地裁松本支部平成28年２月17日判決）
　以下の理由により、Ｘらの請求は棄却された。
　⑴　注意義務違反について

ア　一般に、医師には、減薬・単剤化の過程に
おいて、症状の悪化がみられた場合、減薬を
中止して元の処方に戻すか、別の抗精神病薬
を投与する注意義務がある。その前提として、
医師には、症状の悪化がみられた場合に速や
かに対処するため、患者やその家族に対し、
薬剤の効能、投与方法を説明し、処方薬がき
ちんと服用されていることを確認し、さらに、
定期的かつ頻回に診察し、患者やその家族か
ら、患者の症状の情報を収集することが求め
られる。
　Ｙは、Ｘ１からの本件メールで、Ａの幻聴
が激しくなり、希死念慮も強くでていること
を知らされ、５月30日には増薬が必要と判断
していたのであるから、本件メールによりＡ
の症状の悪化を認識した時点で、Ａに対し、
減薬を中止して元の処方に戻すか、別の抗精
神病薬を投与すべき注意義務を負っていたと
いうべきである。
　しかるに、Ｙは、Ｘ１に、「鎮静作用を主に」
という医学的専門的知識を持たない者には投
薬に関する具体的指示とは理解できない表現
で指示をしたのみで、用量も具体的に示すこ
とはなく、現にＸ１はＹの指示を理解できな
かったのであるから、減薬を中止して元の処
方に戻すか、別の抗精神病薬を投与すべき注
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意義務を怠ったといえる。
イ　Ｙには、５月28日の時点で、自殺予防のた

めの入院措置を講じるまでの注意義務は認め
られない。

　⑵　死因について
　Ａは、統合失調症に基づく命令性の幻聴や妄
想に取り込まれ、自殺を図ったものと推認され
る。

　⑶　因果関係について
　仮に、Ｙが、本件メールを見た時点で、Ａに
対し、減薬を中止し元の処方に戻すか、別の抗
精神病薬を投与すべき注意義務を尽くし、Ａが
これに従ったとしても、抗精神病薬の効果発現
には、通常２ないし４週間を要することに照ら
すと、Ａが実際に自殺した６月10日までに、Ａ
の幻聴が止み、自殺を回避できた高度の蓋然性
があるとは認められない。
　したがって、ＹのＡに対する、減量を中止し
て元の処方に戻すか、別の抗精神病薬を投与す
べき注意義務違反の過失とＡの死亡の間に因果
関係を認めることはできない。

３　控訴審（東京高裁平成29年９月28日判決）
　以下の理由により、Ｘらの請求が一部認められ、
Ｙに対して約1,256万円の支払いが命じられた。
　⑴　死因について

　Ａは、その統合失調症に基づく幻聴、希死念
慮により、マンション６階から飛び降りて死亡
（自殺）したものと推認することができる。

　⑵　因果関係について
　Ａは、自殺企図歴のある統合失調症患者とし
て、また、抗精神病薬の減量あるいは変更の治
療の継続中であったことから、それによる症状
の悪化の可能性がある者として、自殺の危険性
が十分にあったにもかかわらず、中国の実家に
帰省することにより、Ｙ及びＸ１による直接か
つ十分な監視、観察をすることができない状況
に置かれ、かつ、Ａの状態が悪化した場合にと
るべき必要な措置も準備されない状況に置かれ
たうえで、基本的には減薬の治療方針が維持さ
れ、実際に、中国の実家に帰省している間に、
Ａの状態が悪化した際には、Ｙは減薬の治療方
針を変更して増薬の判断をしたものの、Ｘ１に
対するメールの内容は、Ｘ１がその趣旨を理解
することができないものであり、その他、Ｙは、
Ａの監視の徹底及び入院措置等の具体的な指示
をせず、また、Ｘ１においても、Ａの実母及び
姉に対して、Ａの監視の徹底及び入院措置等の
具体的な指示をしなかったのであって、このよ
うなＡに対する診療態勢、監視態勢及び入院措
置等の不備が、Ａの自殺を招いたものというこ
とができる。

　⑶　Ａの自殺に関する注意義務違反の所在
ア　Ｙは、Ａとの診療契約に付随する義務とし

て、また、医療行為に従事する者として不法
行為上、遅くとも、５月30日の時点において
は、Ａの自殺を防止（回避）するために、具
体的な増薬の指示、監視の徹底及び入院措置

等の必要な措置を講じるべき注意義務があっ
たというべきである。
　仮に、それまでの診療態勢が、Ａ及びＸ１
から求められて、その便宜を図った結果とし
て不十分なものであったとしても、Ｙは、医
師としてそのような診療態勢を許容してきた
ものであるから、それによって、前記の状況
におけるＹの注意義務が減免されることには
ならない。
　Ｙは、医師として、診療契約上の付随義務
としての自殺を防止（回避）すべき注意義務
を尽くしたとはいえないし、また、医療行為
に従事する者として、Ａの自殺を防止（回避）
すべき不法行為上の注意義務を尽くしたとも
いえない。

イ　Ｘ１には、信義則上、Ａに自殺の危険性が
ある場合には、その自殺を防止（回避）する
措置を講ずべき注意義務があった。
　しかし、Ｘ１は、Ａの自殺を防止するため
の具体的な措置を講じることはなかったので
あり、自殺を防止（回避）すべき注意義務を
尽くしたとはいえない。

ウ　Ａの自殺は、Ｙ及びＸ１の自殺を防止（回
避）すべき注意義務違反が競合することに
よって発生したということができる。
　Ｘ１は、ＹのＡに対する診療に積極的に関
与することによって、結果的に、ＹによるＡ
の状態の把握を不十分なものとさせ、また、
Ａを中国のマンション６階の実家に帰省させ
て不十分な監視態勢に置き、自殺の危険性を
認識していたにもかかわらず、監視態勢の徹
底及び入院措置等を講じなかった。このよう
なＸ１の注意義務違反の方が大きいというべ
きであるから、Ｘ１とＹの各注意義務違反が
結果に対して寄与した割合は８対２と認める
のが相当である。

４　上告審（最高裁判所平成31年３月12日判決）
　Ｙの診療態勢の当否については触れることなく、
ＹによるＡの自殺の具体的予見可能性を否定して、
Ｘらの請求を認めなかった。
５　問題の所在
　本件は、中国国籍を有する統合失調症患者Ａが遠
方（他県）に居住していたため、精神科医Ｙによる
直接診察の機会が減り、約４年もの間、Ａの配偶者
Ｘ１から対面でもしくは電話又はメールで提供され
た情報を前提として対応していた事例であり、前記
各判決は、特殊な事例を前提とする事例判決です。
　もっとも、今後、オンライン診療が拡大すること
により、対応に苦慮する事案が増加することも考え
られます。本件各判決は、厚生労働省「オンライン
診療の適切な実施に関する指針」策定前の事実関係
に対する判断であるため、同指針に依拠した判断は
なされていませんが、Ｙの診療態勢は、同指針の基
本理念等に照らしても問題であったと考えられます。
　そこで、次回、オンライン診療の適切な実施に関
する指針、及び、裁判所が指摘したＹ医師の対応に
ついて確認、解説することとします。




